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（単位：千円）

資産の部

Ⅰ　固定資産

　　１　有形固定資産

　　　　　　土地 134,364,778

　　　　　　建物 26,797,709

　　　　　　　減価償却累計額 2,427,848 24,369,860

　　　　　　構築物 949,110

　　　　　　　減価償却累計額 206,152 742,957

　　　　　　工具器具備品 392,139

　　　　　　　減価償却累計額 125,346 266,792

　　　　　　図書 12,789,401

　　　　　　美術品・収蔵品 747,168

　　　　　　船舶 6,333

　　　　　　　減価償却累計額 1,985 4,347

　　　　　　車両運搬具 11,383

　　　　　　　減価償却累計額 4,844 6,539

　　　　　　　有形固定資産合計 173,291,847

　　２　無形固定資産

　　　　　　ソフトウェア 50,998

　　　　　　電話加入権 845

　　　　　　　無形固定資産合計 51,843

　　３　投資その他の資産

　　　　　　投資有価証券 342,975

　　　　　　預託金 19

　　　　　　　投資その他の資産合計 342,994

　　　　　　　　固定資産合計 173,686,686

Ⅱ　流動資産

　　　　現金及び預金 3,340,640

　　　　未収学生納付金収入 43,631

　　　　　　徴収不能引当金 △ 7,242 36,388

　　　　未収入金 29,565

　　　　　 貸倒引当金 △ 1,830 27,735

　　　　有価証券 99,954

　　　　前払費用 42,798

　　　　立替金 9,105

　　　　仮払金 15,230

　　　　　　　　流動資産合計 3,571,853

　　　　　　　　　資産合計 177,258,539

貸　借　対　照　表
（平成１８年３月３１日）
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負債の部

Ⅰ　固定負債

　　　　資産見返負債

　　　　　　資産見返運営費交付金等 614,492

　　　　　　資産見返補助金等 8,681

　　　　　　資産見返寄附金 853,919

　　　　　　資産見返物品受贈額 12,230,745 13,707,838

　　　　長期寄附金債務 30,631

　　　　引当金

　　　　　　退職給付引当金 16,998 16,998

　　　　　　　　固定負債合計 13,755,469

Ⅱ　流動負債

　　　　運営費交付金債務 427,037

　　　　預り補助金等 3,887

　　　　寄附金債務 961,769

　　　　前受受託研究費等 9,066

　　　　前受金 484,308

　　　　預り科学研究費補助金等 88,667

　　　　預り金 91,013

　　　　未払金 1,771,302

　　　　未払消費税等 2,267

　　　　引当金

　　　　　　賞与引当金 1,322 1,322

　　　　承継剰余金債務 4,978

　　　　　　　　　流動負債合計 3,845,620

　　　　　　　　　　負債合計 17,601,089

資本の部

Ⅰ　資本金

　　　　政府出資金 157,843,537

　　　　　　　　　資本金合計 157,843,537

Ⅱ　資本剰余金

　　　　資本剰余金 4,061,036

　　　　損益外減価償却累計額（－） △ 2,699,872

　　　　　　　　　資本剰余金合計 1,361,164

Ⅲ　利益剰余金

　　　　教育研究の質の向上及び組織運営の改善積立金 284,089

　　　　当期未処分利益 161,114

　　　　（うち当期総利益） (161,114)

　　　　　　　　利益剰余金合計 445,203

Ⅳ　その他有価証券評価差額金

7,544

　　　　　　　　　資本合計 159,657,449

　　　　　　　　　　負債資本合計 177,258,539
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（単位：千 円）
経常費用
　　業務費
　　　　教育経費 1,353,973
　　　　研究経費 682,244
　　　　教育研究支援経費 518,462
　　　　受託研究費 36,630
　　　　受託事業費 64,427
　　　　役員人件費 90,250
　　　　教員人件費 5,603,321
　　　　職員人件費 1,653,912 10,003,224
　　一般管理費 570,103
　　財務費用
　　　　為替差損 214 214
　　雑損
　　　　その他 2,493 2,493
　　　　　　　　経常費用合計 10,576,034

経常収益
　　運営費交付金収益
　　　　運営費交付金収益 5,871,192
　　　　資産見返運営費交付金等戻入 11,811 5,883,004
　　授業料収益
　　　　授業料収益 3,027,765
　　　　資産見返運営費交付金等戻入 13,781 3,041,546
　　入学金収益 478,384
　　検定料収益 138,146
　　受託研究等収益 36,630
　　受託事業等収益 64,427
　　補助金等収益
　　　　補助金等収益 125,445
　　　　資産見返補助金等戻入 28 125,474
　　寄附金収益
　　　　寄附金収益 355,166
　　　　資産見返寄附金戻入 24,436 379,603
　　その他収益
　　　　施設費収益 307,786
　　　　資産見返物品受贈額戻入 13,509 321,295
　　財務収益
　　　　受取利息 87 87
　　雑益
　　　　版権料収益 1,676
　　　　施設使用収益 77,649
　　　　手数料収益 1,482
　　　　寄宿料収益 67,145
　　　　文献複写料収益 5,176
　　　　宿舎料収益 9,641
　　　　不用物品等売払代 113
　　　　雑収入 105,663 268,548
　　　　　　　　経常収益合計 10,737,149
　　　　　　　　経常利益 161,114

当期純利益 161,114
当期総利益 161,114

損　益　計　算　書
（平成１7年４月１日～平成１8年３月３１日）
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（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益　 　 161,114,244

当期総利益 161,114,244

Ⅱ　利益処分額

国立大学法人法第３５条において準用する
独立行政法人通則法第４４条第３項により
文部科学大臣の承認を受けようとする額

　教育研究の質の向上及び組織運営の
　改善積立金 161,114,244 161,114,244 161,114,244

利益の処分に関する書類（案）
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（単位：千円）

Ⅰ

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 2,294,333

人件費支出 △ 7,156,296

その他の業務支出 △ 527,187

運営費交付金収入 6,199,109

授業料収入 3,521,376

入学料収入 442,711

検定料収入 138,146

受託研究等収入 25,486

受託事業等収入 44,444

補助金等収入 3,740,870

寄附金収入 416,421

その他収入 295,713

預り金の増減 39,645

　　小計 4,886,107

国庫納付金の支払額 －

4,886,107

Ⅱ

有価証券の取得による支出 △ 204,844

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 232,713

施設費による収入 754,844

　　小計 317,286

利息及び配当金の受取額 87

317,373

Ⅲ

長期借入金の返済による支出 △ 3,602,827

　　小計 △ 3,602,827

利息の支払額 －

△ 3,602,827

Ⅳ －

Ⅴ 1,600,654

Ⅵ 1,739,986

Ⅶ 3,340,640

資金に係る換算差額

資金増加額

資金期首残高

資金期末残高

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

業務活動によるキャッシュ・フロー

業務活動によるキャッシュ・フロー

キャッシュ・フロー計算書
（平成１7年４月１日～平成１8年３月３１日）
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（単位：千円）

Ⅰ 業務費用

(1) 損益計算書上の費用

　業務費 10,003,224

　一般管理費 570,103

　財務費用 214

　雑損 2,493 10,576,034

(2) （控除）自己収入等

　授業料収益 △ 3,041,546

　入学料収益 △ 478,384

　検定料収益 △ 138,146

　受託研究等収益 △ 36,630

　受託事業等収益 △ 64,427

　寄附金収益 △ 379,603

　財務収益 △ 87

　雑益 △ 224,954 △ 4,363,781

業務費用合計 6,212,253

Ⅱ 損益外減価償却等相当額

　損益外減価償却相当額 1,355,958

　損益外固定資産除却相当額 23,068 1,379,026

Ⅲ 引当外退職給付増加見積額 △ 79,495

Ⅳ 機会費用

　国又は地方公共団体の無償

　又は減額された使用料によ

　る貸借取引の機会費用 21

　政府出資の機会費用 2,794,286

　無利子又は通常よりも有利

　な条件による融資取引の機

　会費用 58,864 2,853,172

Ⅴ （控除）国庫納付額 －

Ⅵ 国立大学法人等業務実施コスト 10,364,956

国立大学法人等業務実施コスト計算書
（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）
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注記事項 
 
Ⅰ 重要な会計方針 
１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 
期間進行基準を採用している。 
なお、退職一時金については費用進行基準を、学内予算配分のうち学長が認めた研究プ

ロジェクト等については成果進行基準を採用している。また、「特別教育研究経費」「特殊

要因経費」に充当される運営費交付金の一部については、文部科学省の指定に従い成果進

行基準又は費用進行基準を採用している。 
２．減価償却の会計処理方法 
（１）有形固定資産 
  定額法を採用している。 
  耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としているが、主な資産の耐用年数

は以下のとおりである。 
   建物     １５ ～ ５０年 
   構築物    １０ ～ ２０年 
   工具器具備品  ４ ～  ６年  
  なお、国から承継した固定資産については、見積耐用年数で減価償却している。 
また、特定の償却資産（国立大学法人基準第８３）の減価償却相当額については、損益

外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示している。 
（２）無形固定資産 
  定額法を採用している。 
  なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に

基づいている。 
３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 
教職員の退職給付に備えるため、運営費交付金により財源措置がされない退職一時金に

ついては、当該事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上している。 
  なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、基

準第３５に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上してい

る。 
４．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 
教職員の賞与に充てるため、運営費交付金により財源措置がされない将来の支給見込み

額のうち、当該事業年度の負担額を計上している。 
５．徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準 
将来の貸倒による損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権について個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 
６．有価証券の評価基準及び評価方法 
（１） 満期保有目的債券 
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償却原価法（定額法） 
（２） その他有価証券 
期末日の市場価格等に基づく時価法 

   （評価差額は全部資本直入法により処理している。） 
７．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。 
８．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法 
（１）国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法  
  近隣の地代や賃借料及び条例等を参考に計算している。 
（２）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 
  １０年利付政府保証債の平成１８年３月末利回りを参考に１．７７％で計算している。 
（３）国等からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に使用

した利率 
  １０年利付政府保証債の平成１８年３月末利回りを参考に１．７７％で計算している。 
９．リース取引の会計処理 
リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取

引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
また、リース期間の中途において契約を解除することができないオペレーティング・リ

ース取引の未経過リース料は以下のとおり。 
（１） 貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料１１，４６３千円 
（２） 貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料５，７３１千円 
10．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
手許現金及び要求払預金としている。 

11．消費税等の会計処理 
  消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式による。 
12．財務諸表及び附属明細書の表示方法 
  財務諸表及び附属明細書の金額については、千円未満を切捨てしている。 
  なお、利益の処分に関する書類については、円単位で表示している。 
（会計方針の変更） 
  「特別教育研究経費」「特殊要因経費」に充当される運営費交付金については、従来、期

間進行基準を採用していたが、当事業年度より、当該運営費交付金の一部について、文部

科学省の指定に従い成果進行基準又は費用進行基準を採用することに変更した。 
  この変更は、「運営費交付金債務の収益化における変更点等（通知）」（平成１７年１月 
３１日 文部科学省）において、当事業年度以降における運営費交付金債務の収益化の取

扱いの変更点が明記されたことに伴うものである。 
  この変更が財務諸表に与えている影響はない。 
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（追加情報） 
  「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針の改訂

に従い業務費及び一般管理費の区分を見直ししたことにより教育経費が２０，０９２千円

増加、研究経費が５９，０６１千円増加、教育研究支援経費が４１，３８３千円増加し、

一般管理費が１２０，５３７千円減少しております。 
 
Ⅱ．貸借対照表 
 運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額は、５，２２６，４２３千円である。 

 
Ⅲ．キャッシュ・フロー計算書 
資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 
現金及び預金 ３，３４０，６４０千円 
資金期末残高 ３，３４０，６４０千円 

 
Ⅳ．重要な債務負担行為 
  該当なし。 
 
Ⅴ．重要な後発事象 
  該当なし。 
       
       
               

 
 

 
 
    
  
 



 
 

 
 
 
 
 
 

附 属 明 細 書 



差引当期末

当期償却額 残　　　　 高

建物
25,864,109 430,304 32,676 26,261,738 2,385,273 1,198,507 23,876,464

構築物
897,380 16,752 48 914,085 203,150 101,619 710,935

工具器具備品
218,460

-
517 217,942 104,618 52,417 113,323

図書
179,848

- -
179,848

- -
179,848

船舶
6,333

- -
6,333 1,985 992 4,347

車両運搬具
11,383

- -
11,383 4,844 2,422 6,539

計
27,177,516 447,057 33,241 27,591,332 2,699,872 1,355,958 24,891,460

建物
502,249 33,721

-
535,970 42,575 24,466 493,395

構築物
25,844 9,179

-
35,024 3,002 2,041 32,021

工具器具備品
130,925 43,270

-
174,196 20,727 16,736 153,468

図書
12,432,394 177,158

-
12,609,553

- -
12,609,553

計
13,091,414 263,330

-
13,354,744 66,305 43,243 13,288,439

土地
134,364,778

- -
134,364,778

- -
134,364,778

非償却資産 美術品・収蔵品
747,168 0

-
747,168

- -
747,168

計
135,111,947 0

-
135,111,947

- -
135,111,947

土地
134,364,778

- -
134,364,778

- -
134,364,778

建物
26,366,359 464,026 32,676 26,797,709 2,427,848 1,222,973 24,369,860

構築物
923,225 25,932 48 949,110 206,152 103,660 742,957

工具器具備品
349,386 43,270 517 392,139 125,346 69,153 266,792

図書
12,612,242 177,158

-
12,789,401

- -
12,789,401

美術品・収蔵品
747,168 0

-
747,168

- -
747,168

船舶
6,333

- -
6,333 1,985 992 4,347

車両運搬具
11,383

- -
11,383 4,844 2,422 6,539

計
175,380,878 710,388 33,241 176,058,024 2,766,177 1,399,201 173,291,847

ソフトウエア
115,829 1,291 1,900 115,220 64,221 20,323 50,998

電話加入権
845

- -
845

- -
845

計
116,674 1,291 1,900 116,065 64,221 20,323 51,843

投資有価証券
233,624 212,491 103,141 342,975

- -
342,975

預託金 -
19
-

19
- -

19

計
233,624 212,511 103,141 342,994

- -
342,994

　注記 　 ソフトウエアの当期減少額は、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針の改訂に
より教育用途ソフトウエアを資産から費用に振り替えた額である。

摘要

（１）　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第83　特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細

（単位：千円）

減価償却累計額
資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

その他の資
産

有形固定資
産合計

無形固定資
産

有形固定資
産（特定償
却資産）

有形固定資
産（特定償
却資産以
外）

1



該当なし

（２）　たな卸資産の明細

2



区分 種別 所在地 面積 構造
機会費用の金
額

摘要

（㎡） （千円）

給水管路
国立市東1-1-
1、東1-12、東
3-7

14.74 － 1

給水管路等 国立市中2-1 5.04 － 19

小計 19.78 21

19.78 21

（３）　無償使用国有財産等の明細

土　　　地

合　　　　　計

3



該当なし

（４）　ＰＦＩの明細

4



（単位：千円）

銘柄 取得総額 時価
貸借対照表
計上額

当期損益に含ま
れた評価損

摘要

－ － － － －

計 － － － －

種類及び銘柄 取得価額 券面総額
貸借対照表
計上額

当期損益に含ま
れた評価差額

摘要

利付国債
２年

99,901 100,000 99,954 －
償還期間
１年以内

計 99,901 100,000 99,954 －

貸借対照表計
上額

99,954

満期保有目的
債券

（５）有価証券の明細

（５）－１　流動資産として計上された有価証券

売買目的有価
証券

5



（単位：千円）

種類及び
銘柄

取得価額 券面総額
貸借対照表
計上額

当期損益に含ま
れた評価差額

利付国債
２年

204,844 205,000 204,878 －

千葉県公
債５年

99,900 100,000 99,921 －

計 304,744 305,000 304,799 －

銘柄 取得価額
純資産に持分割
合を乗じた価額

貸借対照表
計上額

当期損益に含ま
れた評価差額

－ － － － －

計 － － － －

種類及び
銘柄

取得価額 時　　　価
貸借対照表
計上額

当期損益に含ま
れた評価差額

その他有価証
券評価差額

摘要

東京電力
（株）株式

30,631 38,175 38,175 － 7,544

計 30,631 38,175 38,175 － 7,544

貸借対照表計
上額

342,975

その他有価証
券

関係会社株式

摘要

（５）－２　投資その他の資産として計上された有価証券

満期保有目的
債券

摘要

平成１７年度購入

6



該当なし

（６）　出資金の明細

7



該当なし

（７）　長期貸付金の明細

8



（単位：千円）

区分 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高
平均利率
（％）

返済期限 摘要

ＮＴＴ無利子借入金 3,602,827 － 3,602,827 － －
今年度繰り
上げ返済を
行った。

計 3,602,827 － 3,602,827 － － －

（８）　借入金の明細

9



該当なし

（９）　国立大学法人等債の明細

10



（単位：千円）

目的使用 その他

賞与引当金 1,795 1,322 1,795 － 1,322

合計 1,795 1,322 1,795 － 1,322

期末残高 摘要

（１０）－１　引当金の明細

区分 期首残高 当期増加額
当期減少額

11



（単位：千円）

期首残高 当期増加額 期末残高 期首残高 当期増加額 期末残高

未収学生納付金収入 33,931 9,699 43,631 3,677 3,565 7,242

未収入金 12,487 17,077 29,565 1,830 - 1,830

計 46,419 26,777 73,197 5,508 3,565 9,073

摘要

貸倒見積額
は貸倒懸念
債権等特定
の債権につ
いて個別に
回収可能性
を検討し、回
収不能見込
額を計上して
いる。

（１０）－２　貸付金等に対する貸倒引当金の明細

区分
貸付金等の残高 貸倒引当金の残高

12



（単位：千円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

22,110 815 5,927 16,998

退職一時金に係る債務 22,110 815 5,927 16,998

厚生年金基金に係る債務 － － － －

－ － － －

－ － － －

22,110 815 5,927 16,998

年金資産

退職給付引当金

（１０）－３　退職給付引当金の明細

区分

退職給付債務合計額

未認識過去勤務債務及び未認識数理計
算上の差異

13



該当なし

（１１）　保証債務の明細

14



（単位：千円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

　　政府出資金 157,843,537 － － 157,843,537

計 157,843,537 － － 157,843,537

資本剰余金

　　国からの譲与 11,976 － － 11,976

　　施設費 17,916 447,057 － 464,974 固定資産の購入

　　運営費交付金 － － － －

　　授業料 － － － －

　　補助金等 53,383 3,602,827 － 3,656,210
国立大学法人施設整備資
金貸付金償還時補助金に
よる施設・整備

　　寄附金等 － 0 － 0 現物寄附

　　目的積立金 － － － －

　　損益外固定資産

　　除売却差額

計 44,393 4,016,643 － 4,061,036

　　損益外減価償却

　　累計額

　　民間出えん金 － － － －

差　引　計 △ 1,309,694 2,660,684 △ 10,173 1,361,164

2,699,87210,1731,355,9581,354,087
現物出資及び83特定の
償却資産の除却

（１２）　資本金及び資本剰余金の明細

区分

資本金

資本剰余金

△ 38,882 △ 33,241 △ 72,124－

15



（１３）　積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

（単位：千円）
区　　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　　要

教育研究の質
の向上及び組
織運営の改善
積立金

－ 284,089 － 284,089

平成１７年１２
月２０日付け文
部科学大臣承
認

計 － 284,089 － 284,089 －

（１３）－１　積立金の明細

16



該当なし

（１３）－２　目的積立金の取崩しの明細

17



（１４）　業務費及び一般管理費の明細
（単位：千円）

教育経費
消耗品費 143,652
備品費 90,176
印刷製本費 44,200
水道光熱費 144,817
旅費交通費 25,886
通信運搬費 8,277
賃借料 10,991
車両燃料費 107
保守費 17,244
修繕費 314,294
広告宣伝費 880
行事費 7,819
諸会費 2,302
会議費 3,915
報酬・委託・手数料 210,862
奨学費 287,624
減価償却費 24,642
貸倒損失 8,454
徴収不能引当金繰入額 7,242
雑費 577 1,353,973
研究経費
消耗品費 206,022
備品費 48,458
印刷製本費 28,018
水道光熱費 60,885
旅費交通費 109,243
通信運搬費 13,995
賃借料 31,397
保守費 34,393
修繕費 19,617
広告宣伝費 27
行事費 7,850
諸会費 914
会議費 5,939
報酬・委託・手数料 99,088
減価償却費 14,626
雑費 1,763 682,244
教育研究支援経費
消耗品費 39,776
備品費 219,342
印刷製本費 7,615
水道光熱費 22,515
旅費交通費 7,765
通信運搬費 13,090
賃借料 105,341
保守費 18,419
修繕費 2,452
行事費 121
諸会費 352
会議費 430
報酬・委託・手数料 78,317
減価償却費 2,387
雑費 535 518,462

18



受託研究費 36,630
受託事業費 64,427
役員人件費
報酬 62,956
賞与 21,889
法定福利費 5,404 90,250
教員人件費
常勤教員給与
給料 2,563,388
諸手当 440,716
超過勤務手当 24,311
賞与 1,194,816
退職給付費用 458,131
法定福利費 516,909 5,198,274
非常勤教員給与
給料 354,589
諸手当 6,686
超過勤務手当 92
賞与 23,416
賞与引当金繰入額 1,322
退職給付費用 815
法定福利費 18,123 405,046 5,603,321
職員人件費
常勤職員給与
給料 643,648
諸手当 138,274
超過勤務手当 70,250
賞与 284,295
退職給付費用 122,448
法定福利費 144,942 1,403,859
非常勤職員給与
給料 209,713
諸手当 10,751
超過勤務手当 2,084
賞与 3,309
法定福利費 24,192 250,052 1,653,912
一般管理費
消耗品費 39,748
備品費 15,900
印刷製本費 25,146
水道光熱費 18,599
旅費交通費 18,201
通信運搬費 11,541
賃借料 20,122
車両燃料費 369
保守費 64,265
修繕費 86,949
損害保険料 6,431
広告宣伝費 63
行事費 406
諸会費 5,256
会議費 1,567
報酬・委託・手数料 212,218
租税公課 3,967
減価償却費 21,910
雑費 17,438 570,103

注記

　人件費の定義は、基本的に「国立大学法人等の役員の報酬等及び職員の給与の水準の公表方法等について
（ガイドライン）」の改訂について（平成１８年２月２２日付総管査第80－01号）によることとする。ここでいう常勤職
員とは、ガイドライン中の「常勤職員」、「在外職員」、「任期付職員」及び「再任用職員」から受託研究費等により
雇用する者を除いた職員のことであり、非常勤職員とは、常勤職員、受託研究費等により雇用する者及び「ガイド
ライン」における「派遣会社に支払う費用」以外の職員のことである。

19



（単位：千円）

運営費交付金
収益

資産見返運
営費交付金

資本剰余金 小計

平成１６年度 118,190 － 117,739 － － 117,739 451

平成１７年度 － 6,199,109 5,753,453 19,069 － 5,772,523 426,585

合計 118,190 6,199,109 5,871,192 19,069 － 5,890,262 427,037

期末残高

（１５）　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

（１５）－１　運営費交付金債務

交付年度 期首残高 交付金当期交付額

当期振替額

20



（単位：千円）

業務等区分 １６年度交付分 １７年度交付分 １８年度交付分 合計

期間進行業務 1,941 5,118,872 － 5,120,813

成果進行業務 5,202 41,009 － 46,212

費用進行業務 110,594 593,572 － 704,167

合計 117,739 5,753,453 － 5,871,192

（１５）－２　運営費交付金収益

21



（１６）　運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

（単位：千円）

建設仮勘定見
返施設費

資本剰余金 その他

施設整備費補助金
（（国立）本館改修）

725,534 － 438,274 287,259

施設整備費補助金
（ｱｽﾍﾞｽﾄ対策事業）

2,310 － － 2,310

施設整備費補助金
（営繕事業）

27,000 － 8,783 18,216

計 754,844 － 447,057 307,786

摘要

（１６）－１　施設費の明細

区分 当期交付額
左の会計処理内訳

22



建設仮勘定見
返補助金等

資産見返補
助金等

資本剰余金
長期預り補
助金等

収益計上

国立大学法人施設
整備資金貸付金償
還時補助金

3,602,827 － － 3,602,827 － －

研究拠点形成費等
補助金

35,413 － 6,998 － － 28,414

大学改革推進等補
助金

102,630 － 1,711 － － 97,031
3，887千円は次年度返還
予定

合計 3,740,870 － 8,710 3,602,827 － 125,445

（１６）－２　補助金等の明細

（単位：千円）

区分 当期交付額

当期振替額

摘要
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（１７）　役員及び教職員の給与の明細

支 給 額  支 給 人 員 支 給 額  支 給 人 員

77,476 4 - -

(77,476) (-)

 非 常 勤 7,370 3 - -

計 84,846 7 - -

5,359,701 641 580,579 40

(5,359,701) (580,579)

 非 常 勤 610,644 464 5,927 1

計 5,970,346 1,105 586,507 41

5,437,177 645 580,579 40

(5,437,177) (580,579)

 非 常 勤 618,014 467 5,927 1

計 6,055,192 1,112 586,507 41

注記

④「常勤」欄の下段（　　）書きは、「退職金相当額を運営費交付金で措置する対象者数について（通知）」（平
成１６年６月３日付人事課長１６文科人第８４号）における「退職金相当額を運営費交付金で措置する必要が
ある役職員」の支給額を記載している。

国立大学法人一橋大学職員退職手当規程

国立大学法人一橋大学役員給与規程
国立大学法人一橋大学役員退職手当規程
国立大学法人一橋大学職員給与規程

③人件費の定義は、基本的に「国立大学法人等の役員の報酬等及び職員の給与の水準の公表方法等に
ついて（ガイドライン）」の改訂について（平成１８年２月２２日付総管査第80－01号）によることとする。ここで
いう常勤職員とは、ガイドライン中の「常勤職員」、「在外職員」、「任期付職員」及び「再任用職員」から受託
研究費等により雇用する者を除いた職員のことであり、非常勤職員とは、常勤職員、受託研究費等により雇
用する者及び「ガイドライン」における「派遣会社に支払う費用」以外の職員のことである。

　　　　　　　　（単位：千円、人）

　　  区       分
報 酬 又 は 給 与 退 職 給 付

　役　　員

教 職 員

 常　　 勤

②支給人員数は、年間平均支給人員数である。

 常　　 勤

 常     勤

　合　  計

①役員に対する報酬等の支給の基準並びに教職員に対する給与等の支給の基準は以下の規程に基づい
ている。

24



（１８）　開示すべきセグメント情報

該当なし

25



（単位：千円）

区分 当期受入 件数 摘要

（円） （件）

416,421 124

合計 416,421 124

（１９）　寄附金の明細

全学
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（単位：千円）

区分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高

全学 5,000 24,605 26,777 2,827

合計 5,000 24,605 26,777 2,827

（２０）　受託研究の明細
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（単位：千円）

区分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高

全学 5,000 11,092 9,853 6,238

合計 5,000 11,092 9,853 6,238

（２１）　共同研究の明細

28



（単位：千円）

区分 期首残高 当期受入額 受託事業等収益 期末残高

ＥＵＩＪプロジェクト事業 16,194 8,099 24,293 -

大学国際戦略本部強化事業 - 15,847 15,847 -

日本・ｴｸﾞｾﾞｸﾃｨﾌﾞ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ - 19,207 19,207 -

その他の事業 834 4,244 5,079 -

合計 17,029 47,398 64,427 -

注記 事業等の目的により区分を行っている。

（２２）　受託事業等の明細
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（単位：千円）

種　　　　目 当期受入 件　　　数 摘　　　要

(358,900)

41,850

(2,655)

                           -

(14,170)

4,251

(362,300)

                           -

(1,970)

                           -

(4,285)

                           -

(744,280)

46,101

（２３）　科学研究費補助金の明細

科学研究費 190

科学研究費（研究分担者） 5

産業技術研究助成事業費助
成金

4

研究拠点形成費等補助金（２
１世紀ＣＯＥプログラム）

4

厚生労働省科学研究費補助
金（研究分担者）

1

二国間学術交流事業 3

合　　　計 207

30



（２４）　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

（単位：千円）

現金及び預金の明細

　現金 5,994

　普通預金 3,333,662

　郵便貯金 984

計 3,340,640

未払金の明細

 飛島建設（株） 279,898

 日本ビクター（株） 126,084

 大成温調（株） 104,803

 北陸電気工事（株） 88,278

 （株）ベックス 36,944

 その他 1,135,291

計 1,771,302
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